
令和５年度 

第２回 高崎市新町地域振興協議会 次第 

 
 
日 時：令和６年１月２２日（月） 

午後１時３０分開会 
会 場：新町支所 ３階 大ホール 

 
 

１ 開  会  
 
 
２ 挨  拶 

 
 

３ 議  事 
（１）新町地域に関わる事業報告について        

 
（２）新町地域のまちづくりに関する意見について    

 
 

４ 連絡事項 
 
 
 ５ 閉  会 
 
 
 

<配布資料> 

 

資 料 １ 新町地域に関わる事業報告一覧 
 
資 料 ２ 新町地域のまちづくりに関する意見一覧 
 
参考資料 令和４年度高崎市決算の概要について 
 
 
 
 
 



 



 

 

 

 

資料１ 

 

新町地域に関わる事業報告一覧 

 
ページ 事 業 名 所  属 

1 国道１７号本庄道路事業 都市計画課 

3 新町中排水区の雨水対策事業 整備課 

5 新町住民体育館耐震改修事業 スポーツ課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

新町地域に関わる事業報告書 

  

事務事業名 国道１７号本庄道路事業 
所属 

（支所） 

都市整備部都市計画課 

（新町支所地域振興課） 

実施期間 平成１５年度～ 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

国道１７号の交通渋滞の緩和、

事故対策及び沿道環境の改

善、また神流川橋の架け替え

による防災・震災対策のため 

・国道１７号本庄道路の整備 

・神流川橋の架け替え 

道路延長 L=13.1ｋｍ 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和４年度事業実績 

合計   （Ⅰ期）：埼玉県本庄市沼和田～群馬県高崎市新町 

計画延長 Ｌ＝７．０ｋｍ（うち高崎市区間 Ｌ＝０．５ｋｍ） 

・事業進捗率  約６０％ 

・用地進捗率  約９５％ 

・神流川橋架替区間が令和４年１２月に暫定２車線で開通。 

（Ⅱ期）：埼玉県深谷市岡～埼玉県本庄市沼和田 

計画延長 Ｌ＝６．１ｋｍ 

・事業進捗率  約 １％ 

・用地進捗率     ０％ 

国   

県   

地方債   

その他   

一般   

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和５年度事業進捗状況 

合計  （Ⅰ期） 

・調査設計、用地買収、改良工、橋梁下部工を実施。 

（Ⅱ期） 

・測量、調査設計を実施。 

国  

県  

地方債  

その他  

一般  
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新町地域に関わる事業報告書 

  

事務事業名 新町中排水区の雨水対策事業 
所属 

（支所） 

下水道局整備課 

（新町支所地域振興課） 

実施期間 令和２年度～ 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

新町中排水区における雨水対

策のため 

高崎市公共下水道事業計画

に基づき雨水幹線を整備する 

排水区面積 A=５４．０ha 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和４年度事業実績 

合計  344,289 繰越工事 

・烏川雨水３号幹線築造工事（第２工区） 

路線延長 L＝１１４．０ｍ 

管渠工φ２２００ｍｍ（推進工法） Ｌ＝１０７．６ｍ 

□２２００×２２００ｍｍ（開削工法） Ｌ＝６．７ｍ 

特殊マンホール １箇所 

 

工期 令和４年８月３１日 ～ 令和５年７月３１日 

国  126,515 

県   

地方債  200,700 

その他   

一般  17,074 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和５年度事業進捗状況 

合計 283,789 ・烏川雨水３－３号幹線築造工事（第１工区） 

路線延長 L=２１９．５ｍ 

         管渠工φ１５００ｍｍ（推進工法） Ｌ＝２１２．５ｍ 

施工業者 高長・カワナベ烏川雨水３－３号幹線築造工事 

（第１工区）特定建設工事共同企業体 

 

工期 令和５年８月２９日 ～ 令和６年２月２８日 

国 86,200 

県  

地方債 138,100 

その他  

一般 59,489 
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新町地域に関わる事業報告書 

  

事務事業名 新町住民体育館耐震改修事業 所属 総務部スポーツ課 

実施期間 令和４年度～令和５年度 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

柔道場の機能を維持し、既施

設を防災倉庫として有効活用

するため、耐震改修を行うも

の。 

柔道場改修 

北側壁補強 

トイレ洋式化 

 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
決算額 令和４年度事業実績 

合計 1，500 1，485 〇新町住民体育館各種調査業務 

（調査期間：令和４年８月～令和４年９月） 

・耐震診断ほか調査 

・アスベスト等調査 

・躯体等調査 

国   

県   

地方債   

その他   

一般 1，500 1，485 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和５年度事業進捗状況 

合計 26，225 令和５年 ６月  設計 

９月  工事契約、仮設工事着手 

１０月  防水、建具、内装、耐震、解体工事着手 

１２月  塗装、電気設備、機械設備工事着手 

１２月末 工事完成 

令和６年 １月  供用開始 

国  

県  

地方債  

その他  

一般 26，225 
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資料２ 

 

 

 

新町地域のまちづくりに関する意見一覧 

（回答あり） 
 

 

 

 

 

 

 

新町支所 地域振興課 
  



 

  



 

●新町地域のまちづくりに関する意見 

 

内容区分 意  見 回  答 

熱 中 症 対 策 について 近年、地球温暖化の影響で、夏の暑さが増していると言われてい

る。昨夏も異常な暑さが長く続き、連日、熱中症患者の発生が報道

されていたと記憶している。 

新町地域においても、少なからず熱中症患者が発生しており、特

に子供たちの熱中症対策には細心の注意が払われるべきと考え

る。 

現在、高崎市では安心ほっとメールでの熱中症アラートの情報発

信を行っており、多くの方の熱中症リスクを未然に防いでいる。しか

しながら、この警戒アラートは情報を受信出来うる環境があればこそ

の対策であり、その環境が用意出来ない子供たちの活動において

は、毎回自発的に注意することも難しいと感じる。 

そこで、熱中症対策についてメール等により受信できない子供た

ちに、どのような取組を行っているか伺いたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （高 木 委 員 ） 

各学校では、暑さ指数（WBGT）計等を参考に気温その他の状況を踏

まえ、学習活動の内容や活動量、活動の時間帯を検討するなどの対応

を行っている。 

教育委員会では、暑さ指数（WBGT）による熱中症の予防のめやすを

学校に示しており、暑さ指数が３１度以上の場合は、運動は原則中止とし

ている。 

また、屋外での帽子の着用や風通しのよい服の着用、こまめな水分補

給等の注意喚起も繰り返し行い、熱中症予防に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（健 康 教 育 課 ） 

1



 

●新町地域のまちづくりに関する意見 

 

内容区分 意  見 回  答 

高 崎 市 の制 度 融 資 に

ついて 

高崎市には常日頃から新町地域の振興に多大なご支援・ご協力

を賜り感謝申し上げる。今回は中小企業や個人事業者への融資に

関連した支援について質問させていただく。 

コロナ禍に制限されていた経済活動が再開し、新町地域でも各

団体が主催する各種イベントに多くの来場者が訪れ、賑わいが取り

戻されてきた。 

このような状況の中、不安要素もまだあるとはいえ、制度融資等を

活用し新たな創業や事業拡大に取り組もうとする中小企業や個人

事業者もいると思われる。その際の高崎市が取り組んでいる制度融

資の特徴や制度融資の利用状況はどうなのか教えていただきた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（佐 藤 委 員 ） 

本市には、資金の使いみちに応じて各種融資制度があるが、特に支

援に力を入れているのが「創業資金の融資」と「小口資金の融資」であ

る。 

新たに事業を始める方が対象の「創業支援資金」については、本市独

自の取り組みとして信用保証料を全額補助するとともに、さらに５年間の

利息も補助することで手厚く支援しており、市内での開業を後押ししてい

る。 

また、幅広い資金使途で最も多くの事業者が利用する「小口資金」に

ついても、本市では信用保証料を全額補助することで事業者の負担を

軽減し、事業の新たな展開につながるよう支援している。 

次に、最近の制度融資の利用状況であるが、コロナ禍において大幅

に減少していた件数、融資額は、現在ではほぼコロナ禍前の水準に回

復している。特に、創業資金融資についてはコロナ禍前以上の利用状

況があり、本市内で積極的に事業展開しようとする傾向も見られている。 

今後も本市独自の融資制度を継続することで、事業者の幅広い活動

を支援していきたいと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（商 工 振 興 課 ） 
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●新町地域のまちづくりに関する意見 

 

内容区分 意  見 回  答 

高 齢 者 力 しごとＳＯＳに

ついて 

昨年の９月から「高齢者力しごとＳＯＳ」がスタートし、利用者から

は大変助かっていると聞いている。 

全市及び新町地域における現在の利用状況・利用者の声と今後

の対応などがあったらお聞きしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（福 田 委 員 ） 

昨年９月１日から開始した「高齢者力しごとＳＯＳ」は、高齢者世帯の困

りごとのひとつである粗大ごみ等の処分や、重い物の移動などを電話一

本で手間なく支援する事業となっている。 

１２月末現在の市内全域における利用件数は１，３５８件で、新町地域

では２３件 となっている。 

また、利用者からは「こんなサービスを待っていたよ」や、「粗大ごみを

家の中から出せずにいたので、大変ありがたい」など、感謝の言葉を多

数頂いている。 

今後についても、利用者の声を反映しながら、高齢者世帯等の困りご

との解決に向け、微修正等も加えながら、更なる充実を図っていきたいと

考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（長 寿 社 会 課 ） 

3



１

合　　　　  　　　計 ２,４００億４,２８８ ２,５８５億７,５５５ ２,４９６億４,２４９

後 期 高 齢 者 医 療 ５５億４,０９５ ５４億４,８０６ ５４億　 ７５２

農業集落排水事業 １億３,１７２ １億４,７４３ １億４,６６２

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業

１億１,３８４ １億１,２２３ ９,６３０

母 子 父 子 寡 婦
福祉資金貸付事業

８,９３２ １億１,３０４ ２,１４２

国民健康保険事業 ３４０億５,８０２ ３５５億３,３５２ ３５１億４,２７３

介 護 保 険 ３６０億８,９０３ ３６９億５,１４２ ３６１億　 １８９

一　　般　　会　　計 １,６４０億２,０００ １,８０２億６,９８５ １,７２７億２,６０２

特　　別　　会　　計 ７６０億２,２８８ ７８３億　 ５６９ ７６９億１，６４７

令和４年度高崎市決算の概要について

　令和４年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
　「一般会計」の歳入は１,８０２億６，９８５万円、歳出は１,７２７億２,６０２万円で、歳
入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があり
ます。

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位：万円）

区　　　　　分 当　初　予　算　額
決　　　算　　　額

歳　　　入 歳　　　出

参考資料



市 債 103億7,510万円 (5.8％)
地方消費税交付金 96億6,084万円 (5.4％)
繰 入 金 53億2,083万円 (2.9％)
繰 越 金 35億6,341万円 (2.0％)
使用料及び手数料 25億 100万円 (1.4％)
地方譲与税 13億 203万円 (0.7％)
法人事業税交付金 9億6,807万円 (0.5％)
地方特例交付金 4億6,148万円 (0.3％)
そ の 他 19億6,489万円 (1.1％)
＊歳入の「その他」は、寄附金、財産収入、
分担金及び負担金、配当割交付金、株式等譲
渡所得割交付金、環境性能割交付金、ゴルフ
場利用税交付金、交通安全対策特別交付金、
国有提供施設等所在市町村助成交付金、利子
割交付金です。

市 税
642億7,198万円

(35.6％)

【歳 入】

歳 入

1,802億6,985万円

国庫支出金

349億8,673万円
(19.4％)

地方交付税
144億2,756万円

(8.0％)

諸 収 入
195億2,193万円

(10.8％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

県支出金
109億4,403万円

(6.1％)



民 生 費

642億597万円
(37.2％)

総 務 費

181億5,445万円

(10.5％)

商 工 費

210億4,811万円
(12.2％)

教 育 費

139億1,900万円

(8.0％)

公 債 費

141億6,734万円
(8.2％)

衛 生 費

210億2,148万円

(12.2％)

歳 出

1,727億2,602万円

◎ 歳入決算額 １,８０２億６,９８５万円（Ａ）
歳出決算額 １,７２７億２,６０２万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ７５億４,３８３万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額
及び事故繰越し繰越額の４億３,８６２万円を繰越し、さらに財政
調整基金へ４５億円積み立て、残りの２６億５２１万円を翌年度へ
の繰越金としました。

【歳 出】

土 木 費 116億8,436万円(6.8％)

消 防 費 47億 251万円(2.7％)

農林水産業費 28億7,689万円(1.7％)

そ の 他 9億4,590万円(0.5％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。



２

構成比 伸  率 構成比 伸  率
％ ％ ％ ％

1 地 方 税 ６１９億８,２４０ ３３．４ △０.１ ６４２億７,１９８ ３５．６ ３.７

2 地 方 譲 与 税 １３億   ３０６ ０.７ １.７ １３億   ２０３ ０.７ △０.１

3 利子割交付金 ４,１０４ ０.０ △１７.６ ２,１７３ ０.０ △４７.１

4 配当割交付金 ３億３,３０６ ０.２ ５５.６ ２億８,１２６ ０.２ △１５.６
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 ３億６,９２１ ０.２ ４１.７ ２億１,３８２ ０.１ △４２.１

6 法 人 事 業 税
交 付 金 ８億３,８７６ ０.５ ９３.６ ９億６,８０７ ０.５ １５.４

7
９１億６,９８５ ４.９ ９.３ ９６億６,０８４ ５.４ ５.４

8
１億１,９３６ ０.１ ２４.０ １億１,２４６ ０.１ △５.８

9
１億３,７８３ ０.１ １６.５ １億４,４２４ ０.１ ４.６

10
２,７４０ ０.０ △６.０ ２,７４３ ０.０ ０.１

11 地方特例交付金 １２億８,７９３ ０.７ １８６.０ ４億６,１４８ ０.３ △６４.２

12 地 方 交 付 税 １４９億４,７３１ ８.１ １１.４ １４４億２,７５６ ８.０ △３.５
普 通 交 付 税 １２９億   　８７ ７.０ １２.１ １２２億９,７７６ ６.８ △４.７
特 別 交 付 税 ２０億４,６４４ １.１ ７.１ ２１億２,９８０ １.２ ４.１

13
８,５２６ ０.０ △５.１ ７,７２２ ０.０ △９.４

14 分担金・負担金 ３億８,６８１ ０.２ △６.７ ３億６,０２６ ０.２ △６.９

15 使用料・手数料 ２５億５,０７１ １.４ ０.３ ２５億１,５０４ １.４ △１.４

16 国 庫 支 出 金 ３６８億５,０５０ １９.９ △４２.５ ３５１億５,９２０ １９.５ △４.６

17 県 支 出 金 １０９億９,４３３ ５.９ ０.２ １１０億４,０３４ ６.１ ０.４

18 財 産 収 入 ２億５,７６４ ０.１ ２８.５ １億７,３６６ ０.１ △３２.６

19 寄 附 金 ３億３,１７０ ０.２ ６.６ ３億８,６９９ ０.２ １６.７

20 繰 入 金 ５４億１,８３８ ２.９ ３８.０ ５３億２,１４４ ２.９ △１.８

21 繰 越 金 １８億９,２１２ １.０ ３６.６ ３６億２,８３３ ２.０ ９１.８

22 諸 収 入 ２２０億３,２６３ １１.９ △１９.６ １９４億１,２８２ １０.８ △１１.９
貸付金元利収入 １８４億７,８９１ １０.０ △２３.８ １５８億 　５２９ ８.８ △１４.５

23 地 方 債 １４０億９,５５０ ７.６ ５８.２ １０３億７,５１０ ５.８ △２６.４

１,８５４億５,２７８ １００.０ △１０.４ １,８０３億４,３２９ １００.０ △２.８合           計

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車税環境
性能割交付金

国有提供施設
等助成交付金

交通安全対策
特 別 交 付 金

　　　　　年　度
区　分

  普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

歳　　　入 （単位：万円）

令和３年度 令和４年度



構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２３０億９,９２３ １３.１ ３.４ ２３６億６,３５６ １３.７ ２.４

う ち 職 員 給 １３５億１,５４８ ７.６ ２.９ １３５億５,１１８ ７.８ ０.３

2 扶 助 費 ４４５億８,９６８ ２５.２ １９.８ ４２４億４,９７７ ２４.６ △４.８

3 公 債 費 １３６億４,２４９ ７.７ △０.５ １４１億６,７３４ ８.２ ３.８

4 物 件 費 ２３６億　 ２５２ １３.３ １７.４ ２３７億　 １３１ １３.７ ０.４

5 維 持 補 修 費 １６億８,３３７ １.０ ５３.９ １５億５,９１７ ０.９ △７.４

6 補 助 費 等 １９１億１,３５８ １０.８ △６５.７ ２１１億４,２６０ １２.２ １０.６

7 積 立 金 ４５億１,６７８ ２.６ １２１.９ ２０億６,５５８ １.２ △５４.３

8 投資・出資金

貸 付 金 １８２億６,５４０ １０.３ △２４.２ １５５億５,６８９ ９.０ △１４.８

う ち 貸 付 金 １８２億４,５９２ １０.３ △２４.１ １５５億３,７３８ ９.０ △１４.８

9 繰 出 金 １２６億１,６１２ ７.１ １.６ １２７億５,７８５ ７.４ １.１

10 普通建設事業費 １５６億２,３６４ ８.９ ２２.５ １５５億８,９２９ ９.１ △０.２

うち補助事業費 ９１億４,１３７ ５.２ ５５.２ ６６億７,０９９ ３.９ △２７.０

うち単独事業費 ６４億８,２２７ ３.７ △５.６ ８９億１,８３０ ５.２ ３７.６

11 災 害 復 旧 費 ７,１６３ ０.０ △８１.９ ５,４４７ ０.０ △２４.０

１,７６８億２,４４５ １００.０ △１２.４ １,７２７億　 ７８３ １００.０ △２.３

８６億２,８３３ ― ６６.２ ７６億３,５４６ ― △１１.５

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

歳　　　出 （単位：万円）

　　　　　年　度
区　分

合      計

令和３年度 令和４年度



３ 　令和４年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

財 政 力 指 数
　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近いあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

財政調整基金
　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。
　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという年
度間の調整的な役割も果たします。

減 債 基 金
　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。
　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

経常収支比率
　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。一般財源収
入額のうち経常的な経費に充当される一般財源の割合で、比率が高いほど財
政運営が硬直化していると考えられます。

実質公債費比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、市債の元利償還金及びこれに準ずる経費の標準財政規
模に対する比率です。この比率が２５％以上になると早期健全化団体、
３５％以上で財政再生団体となります。

将来負担比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の標準財政規模に対する比率です。市町村では、３５０％以上になる
と財政の早期健全化を図ることとなります。

48億6,848 6億2,981

実 質 収 支
　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

実質収支比率 　標準財政規模に対する実質収支の割合です。

132億5,558

減 債 基 金 46億5,372 20億8,940 7億2,406 12億5,097 15億2,401

積 立 金

現 在 高

財 政 調 整 基 金 65億6,213 78億5,171 47億1,052 79億8,846

そ の 他 51億2,703 40億6,496 59億1,735

財 政 力 指 数 0.825 0.792 0.560 0.826 0.950

将 来 負 担 比 率 29.5％ 59.3％ － 6.4％ 24.3％

実 質 公 債 費 比 率 4.2％ 8.2％ 4.4％ 5.5％ 6.0％

地 方 債 現 在 高1,473億5,135 1,526億5,772 362億　377 637億4,380 563億5,953

経 常 収 支 比 率 96.7％ 95.6％ 94.9％ 93.9％ 91.0％

実 質 収 支 比 率 8.3％ 6.6％ 10.0％ 6.9％ 7.2％

実 質 収 支 71億9,684 51億6,632 25億8,663 31億　315 32億9,042

歳 出 総 額 1,727億　783 1,553億8,927 492億1,188 803億5,402 884億9,210

（単位：万円）

区 分 高崎市 前橋市 桐生市 伊勢崎市 太田市

歳 入 総 額1,803億4,329 1,617億9,200 522億4,384 837億7,218 932億1,806

人 口 （ R5.3.31 現 在 ） 368,109人 330,358人 103,976人 211,963人 222,196人


